
第１８号議案 

芦屋市介護保険条例の一部を改正する条例の制定について 

芦屋市介護保険条例の一部を改正する条例を別紙のように定める。 

令和３年２月１６日提出 

                        芦屋市長 伊 藤  舞 

提案理由 

令和３年度から令和５年度までの第８期芦屋市介護保険事業計画の策定に伴い保

険料率を改定するとともに，介護保険法施行令等の一部改正に伴い保険料段階の判定

に係る基準を整備するため，この条例を制定しようとするもの。 
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芦屋市条例第  号 

   芦屋市介護保険条例の一部を改正する条例 

 芦屋市介護保険条例（平成１２年芦屋市条例第１１号）の一部を次のように改正する。 

 次の表中下線又は太枠の表示部分（以下改正前の欄にあっては「改正前部分」と，改正後の欄にあっては「改正後部分」と

いう。）については，次のとおりとする。 

 (1) 改正前部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは，当該改正前部分を当該改正後部分に改める。 

 (2) 改正前部分のみ存在するときは，当該改正前部分を削る。 

 (3) 改正後部分のみ存在するときは，当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

（保険料率） （保険料率） 

第４条 令和３年度から令和５年度までの各年度における保険料

率は，次の各号に掲げる第１号被保険者の区分に応じそれぞれ当

該各号に定める額とする。 

第４条 平成３０年度から平成３２年度までの各年度における保

険料率は，次の各号に掲げる第１号被保険者の区分に応じそれぞ

れ当該各号に定める額とする。 

(1) 介護保険法施行令（平成１０年政令第４１２号。以下「令」

という。）第３９条第１項第１号に掲げる者 ３４，４４０円

(1) 介護保険法施行令（平成１０年政令第４１２号。以下「令」

という。）第３９条第１項第１号に掲げる者 ３２，８８０円

(2) 令第３９条第１項第２号に掲げる者 ５１，６００円 (2) 令第３９条第１項第２号に掲げる者 ４６，０８０円 

(3) 令第３９条第１項第３号に掲げる者 ５１，６００円 (3) 令第３９条第１項第３号に掲げる者 ４９，３２０円 

(4) 令第３９条第１項第４号に掲げる者 ６０，２４０円 (4) 令第３９条第１項第４号に掲げる者 ５９，２８０円 

(5) 令第３９条第１項第５号に掲げる者 ６８，８８０円 

(6) 次のいずれかに該当する者 ７５，７２０円 

ア 地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２９２条第１項

第１３号に規定する合計所得金額（以下「合計所得金額」と

いう。）（租税特別措置法（昭和３２年法律第２６号）第３

(5) 令第３９条第１項第５号に掲げる者 ６５，８８０円 

(6) 次のいずれかに該当する者 ７２，３６０円 

ア 地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２９２条第１項

第１３号に規定する合計所得金額（以下「合計所得金額」と

いう。）（租税特別措置法（昭和３２年法律第２６号）第３
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改正後 改正前 

３条の４第１項若しくは第２項，第３４条第１項，第３４条

の２第１項，第３４条の３第１項，第３５条第１項，第３５

条の２第１項，第３５条の３第１項又は第３６条の規定の適

用がある場合には，当該合計所得金額から令第２２条の２第

２項に規定する特別控除額を控除して得た額とし，当該合計

所得金額が零を下回る場合には，零とする。以下同じ。）が

１２０万円未満である者であり，かつ，前各号のいずれにも

該当しないもの 

３条の４第１項若しくは第２項，第３４条第１項，第３４条

の２第１項，第３４条の３第１項，第３５条第１項，第３５

条の２第１項又は第３６条の規定の適用がある場合には，当

該合計所得金額から令第２２条の２第２項に規定する特別

控除額を控除して得た額とする。以下この項において同じ。）

が１２０万円未満である者であり，かつ，前各号のいずれに

も該当しないもの 

イ 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第６条第２項に

規定する要保護者（以下「要保護者」という。）であって，

その者が課される保険料額についてこの号の区分による額

を適用されたならば保護を必要としない状態となるもの（令

第３９条第１項第１号イ（(１)に係る部分を除く。）又は次

号イ，第８号イ，第９号イ，第１０号イ，第１１号イ，第１

２号イ若しくは第１３号イに該当する者を除く。） 

イ 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第６条第２項に

規定する要保護者（以下「要保護者」という。）であって，

その者が課される保険料額についてこの号の区分による額

を適用されたならば保護を必要としない状態となるもの（令

第３９条第１項第１号イ（(１)に係る部分を除く。）又は次

号イ，第８号イ，第９号イ，第１０号イ，第１１号イ，第１

２号イ若しくは第１３号イに該当する者を除く。） 

(7) 次のいずれかに該当する者 ８６，０４０円 (7) 次のいずれかに該当する者 ８２，３２０円 

ア 合計所得金額が１２０万円以上２００万円未満である者

であり，かつ，前各号のいずれにも該当しないもの 

ア 合計所得金額が１２０万円以上２００万円未満である者

であり，かつ，前各号のいずれにも該当しないもの 

イ 要保護者であって，その者が課される保険料額についてこ

の号の区分による額を適用されたならば保護を必要としな

い状態となるもの（令第３９条第１項第１号イ（(１)に係る

部分を除く。）又は次号イ，第９号イ，第１０号イ，第１１

号イ，第１２号イ若しくは第１３号イに該当する者を除く。）

イ 要保護者であって，その者が課される保険料額についてこ

の号の区分による額を適用されたならば保護を必要としな

い状態となるもの（令第３９条第１項第１号イ（(１)に係る

部分を除く。）又は次号イ，第９号イ，第１０号イ，第１１

号イ，第１２号イ若しくは第１３号イに該当する者を除く。）

(8) 次のいずれかに該当する者 １０３，３２０円 

ア 合計所得金額が２００万円以上３００万円未満である者

であり，かつ，前各号のいずれにも該当しないもの 

イ 要保護者であって，その者が課される保険料額についてこ

の号の区分による額を適用されたならば保護を必要としな 

(8) 次のいずれかに該当する者 ９８，７６０円 

ア 合計所得金額が２００万円以上３００万円未満である者

であり，かつ，前各号のいずれにも該当しないもの 

イ 要保護者であって，その者が課される保険料額についてこ

の号の区分による額を適用されたならば保護を必要としな 
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改正後 改正前 

い状態となるもの（令第３９条第１項第１号イ（(１)に係る

部分を除く。）又は次号イ，第１０号イ，第１１号イ，第１

２号イ若しくは第１３号イに該当する者を除く。） 

(9) 次のいずれかに該当する者 １１０，１６０円 

い状態となるもの（令第３９条第１項第１号イ（(１)に係る

部分を除く。）又は次号イ，第１０号イ，第１１号イ，第１

２号イ若しくは第１３号イに該当する者を除く。） 

(9) 次のいずれかに該当する者 ９９，１２０円 

ア 合計所得金額が３００万円以上４００万円未満である者

であり，かつ，前各号のいずれにも該当しないもの 

ア 合計所得金額が３００万円以上４００万円未満である者

であり，かつ，前各号のいずれにも該当しないもの 

イ 要保護者であって，その者が課される保険料額についてこ

の号の区分による額を適用されたならば保護を必要としな

い状態となるもの（令第３９条第１項第１号イ（(１)に係る

部分を除く。）又は次号イ，第１１号イ，第１２号イ若しく

は第１３号イに該当する者を除く。） 

(10) 次のいずれかに該当する者 １２０，４８０円 

ア 合計所得金額が４００万円以上６００万円未満である者

であり，かつ，前各号のいずれにも該当しないもの 

イ 要保護者であって，その者が課される保険料額についてこ

の号の区分による額を適用されたならば保護を必要としな

い状態となるもの（令第３９条第１項第１号イ（(１)に係る

部分を除く。）又は次号イ，第１２号イ若しくは第１３号イ

に該当する者を除く。） 

(11) 次のいずれかに該当する者 １２８，７６０円 

ア 合計所得金額が６００万円以上８００万円未満である者

であり，かつ，前各号のいずれにも該当しないもの 

イ 要保護者であって，その者が課される保険料額についてこ

の号の区分による額を適用されたならば保護を必要としな

い状態となるもの（令第３９条第１項第１号イ（(１)に係る

部分を除く。）又は次号イ，第１１号イ，第１２号イ若しく

は第１３号イに該当する者を除く。） 

(10) 次のいずれかに該当する者 １１５，２００円 

ア 合計所得金額が４００万円以上６００万円未満である者

であり，かつ，前各号のいずれにも該当しないもの 

イ 要保護者であって，その者が課される保険料額についてこ

の号の区分による額を適用されたならば保護を必要としな

い状態となるもの（令第３９条第１項第１号イ（(１)に係る

部分を除く。）又は次号イ，第１２号イ若しくは第１３号イ

に該当する者を除く。） 

(11) 次のいずれかに該当する者 １２３，１２０円 

ア 合計所得金額が６００万円以上８００万円未満である者

であり，かつ，前各号のいずれにも該当しないもの 

イ 要保護者であって，その者が課される保険料額についてこ

の号の区分による額を適用されたならば保護を必要としな

い状態となるもの（令第３９条第１項第１号イ（(１)に係る

部分を除く。）又は次号イ若しくは第１３号イに該当する者

を除く。） 

(12) 次のいずれかに該当する者 １３５，９６０円 

イ 要保護者であって，その者が課される保険料額についてこ

の号の区分による額を適用されたならば保護を必要としな

い状態となるもの（令第３９条第１項第１号イ（(１)に係る

部分を除く。）又は次号イ若しくは第１３号イに該当する者

を除く。） 

(12) 次のいずれかに該当する者 １２３，４８０円 

ア 合計所得金額が８００万円以上１，０００万円未満である ア 合計所得金額が８００万円以上１，０００万円未満である
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改正後 改正前 

者であり，かつ，前各号のいずれにも該当しないもの 者であり，かつ，前各号のいずれにも該当しないもの 

イ 要保護者であって，その者が課される保険料額についてこ

の号の区分による額を適用されたならば保護を必要としな

い状態となるもの（令第３９条第１項第１号イ（(１)に係る

部分を除く。）又は次号イに該当する者を除く。） 

イ 要保護者であって，その者が課される保険料額についてこ

の号の区分による額を適用されたならば保護を必要としな

い状態となるもの（令第３９条第１項第１号イ（(１)に係る

部分を除く。）又は次号イに該当する者を除く。） 

(13) 次のいずれかに該当する者 １４８，０８０円 (13) 次のいずれかに該当する者 １３１，７６０円 

ア 合計所得金額が１，０００万円以上１，５００万円未満で

ある者であり，かつ，前各号のいずれにも該当しないもの 

ア 合計所得金額が１，０００万円以上１，５００万円未満で

ある者であり，かつ，前各号のいずれにも該当しないもの 

イ 要保護者であって，その者が課される保険料額についてこ

の号の区分による額を適用されたならば保護を必要としな

い状態となるもの（令第３９条第１項第１号イ（(１)に係る

部分を除く。）に該当する者を除く。） 

イ 要保護者であって，その者が課される保険料額についてこ

の号の区分による額を適用されたならば保護を必要としな

い状態となるもの（令第３９条第１項第１号イ（(１)に係る

部分を除く。）に該当する者を除く。） 

(14) 前各号のいずれにも該当しない者 １５４，９２０円 (14) 前各号のいずれにも該当しない者 １３５，０００円 

２ 前項第１号に掲げる第１号被保険者についての保険料の減額

賦課に係る令和３年度から令和５年度における保険料率は，同号

の規定にかかわらず，２０，７６０円とする。 

２ 前項第１号に掲げる第１号被保険者についての保険料の減額

賦課に係る令和２年度における保険料率は，同号の規定にかかわ

らず，１９，８００円とする。 

３ 第１項第２号に掲げる第１号被保険者についての保険料の減

額賦課に係る令和３年度から令和５年度における保険料率は，同

号の規定にかかわらず，３４，４４０円とする。 

４ 第１項第３号に掲げる第１号被保険者についての保険料の減

額賦課に係る令和３年度から令和５年度における保険料率は，同

号の規定にかかわらず，４８，２４０円とする。 

３ 第１項第２号に掲げる第１号被保険者についての保険料の減

額賦課に係る令和２年度における保険料率は，同号の規定にかか

わらず，２９，７６０円とする。 

４ 第１項第３号に掲げる第１号被保険者についての保険料の減

額賦課に係る令和２年度における保険料率は，同号の規定にかか

わらず，４６，２００円とする。  

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は，令和３年４月１日から施行する。 

18-5



 （経過措置） 

２ この条例による改正後の芦屋市介護保険条例第４条の規定は，令和３年度以後の年度分の保険料について適用し，令和２年

度以前の年度分の保険料については，なお従前の例による。 

 （令和３年度における保険料率の特例） 

３ 第４条第１項第２号に該当する第１号被保険者の令和３年度の保険料率は，同号の規定にかかわらず，５０，０４０円とする。 

 （令和３年度における保険料の減額賦課に係る保険料率の特例） 

４ 第４条第１項第２号に該当する第１号被保険者についての保険料の減額賦課に係る令和３年度の保険料率は，同号，同条第３

項及び前項の規定にかかわらず，３２，７６０円とする。 

 （令和３年度から令和５年度までの保険料率の算定に関する基準の特例） 

５ 第１号被保険者のうち，令和２年の合計所得金額に所得税法（昭和４０年法律第３３号）第２８条第１項に規定する給与所得

又は同法第３５条第３項に規定する公的年金等に係る所得が含まれている者の令和３年度における保険料率の算定についての第

４条第１項（第６号ア，第７号ア，第８号ア，第９号ア，第１０号ア，第１１号ア，第１２号ア及び第１３号アに係る部分に限

る。）の規定の適用については，同項第６号ア中「租税特別措置法」とあるのは，「所得税法第２８条第１項に規定する給与所得

及び同法第３５条第３項に規定する公的年金等に係る所得の合計額については，同法第２８条第２項の規定によって計算した金

額及び同法第３５条第２項第１号の規定によって計算した金額の合計額から１０万円を控除して得た額（当該額が零を下回る場

合には，零とする。）によるものとし，租税特別措置法」とする。 

６ 前項の規定は，令和４年度における保険料率の算定について準用する。この場合において，同項中「令和２年」とあるのは，「令

和３年」と読み替えるものとする。 

７ 第５項の規定は，令和５年度における保険料率の算定について準用する。この場合において，同項中「令和２年」とあるのは，

「令和４年」と読み替えるものとする。 
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参 照 １ 

芦屋市介護保険条例の一部改正要綱 

１ 改正の趣旨  

 令和３年度から令和５年度までの第８期芦屋市介護保険事業計画の策定に伴い

保険料率を改定するとともに，介護保険法施行令等の一部改正に伴い保険料段階の

判定に係る基準を整備するため，この条例を制定しようとするもの。 

２ 改正の内容 

(1) 保険料率の改定 

第８期芦屋市介護保険事業計画期間のサービス量等の推計により，令和３年度

から令和５年度までの各年度における保険料率を次のとおり改定する。 

（第４条，改正附則第３項及び第４項関係） 

保険料率 

改正案 現 行 

保険料 

段階 

保険料率 
保険料段階 

保険料率 

月額 年額 月額 年額 

第１段階 1,730 円 20,760 円 第１段階 1,650 円 19,800 円

第２段階 
R3 年度 2,730 円 32,760 円

第２段階 2,480 円 29,760 円
R4～R5 年度 2,870 円 34,440 円

第３段階 4,020 円 48,240 円 第３段階 3,850 円 46,200 円

第４段階 5,020 円 60,240 円 第４段階 4,940 円 59,280 円

第５段階 5,740 円 68,880 円 第５段階 5,490 円 65,880 円

第６段階 6,310 円 75,720 円 第６段階 6,030 円 72,360 円

第７段階 7,170 円 86,040 円 第７段階 6,860 円 82,320 円

第８段階 8,610 円 103,320 円 第８段階 8,230 円 98,760 円

第９段階 9,180 円 110,160 円 第９段階 8,260 円 99,120 円

第10段階 10,040 円 120,480 円 第 10 段階 9,600 円 115,200 円

第11段階 10,730 円 128,760 円 第 11 段階 10,260 円 123,120 円

第12段階 11,330 円 135,960 円 第 12 段階 10,290 円 123,480 円

第13段階 12,340 円 148,080 円 第 13 段階 10,980 円 131,760 円

第14段階 12,910 円 154,920 円 第 14 段階 11,250 円 135,000 円
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(2) 介護保険法施行令等の一部改正により，令和３年度から令和５年度までの保険

料額の算定における合計所得金額の規定が改められたことによる改正 

（改正附則第５項から第７項まで関係） 

保険料額算定の基礎となる合計所得金額の計算に当たり，給与所得又は公的年

金等に係る所得が含まれている場合には，当該給与所得の金額又は公的年金等所

得の合計額から１０万円を限度に控除して計算する。 

(3) 租税特別措置法等の一部改正により，長期譲渡所得に係る控除についての規定

が改められたことによる改正（第４条関係） 

 保険料額算定の基礎となる合計所得金額の計算に当たり，個人が低未利用土地

等を譲渡（譲渡価格が５００万円以下等の要件を満たすもの）した場合には，当

該譲渡に係る長期譲渡所得から１００万円を上限とする額を控除した額を用い

て計算する。 

(4)  その他所要の規定の整備 

３ 施行期日等 

(1) 令和３年４月１日 

(2) 改正後の規定は，令和３年度以後の年度分の保険料について適用し，令和２年

度以前の年度分の保険料については，なお従前の例による。 
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参 照 ２ 

   介護保険法施行令抜粋 

（特別の基準による保険料率の算定） 

第３９条 前条第１項の規定にかかわらず，特別の必要がある場合においては，市町

村は，基準額に各年度分の保険料の賦課期日における次の各号に掲げる第１号被保

険者の区分に応じ，それぞれ当該各号に定める割合を乗じて得た額を保険料率とす

ることができる。この場合において，市町村は，第９号に掲げる第１号被保険者の

区分を当該保険料の賦課期日の属する年の前年の合計所得金額に基づいて更に区

分し，当該区分に応じて定める割合を乗じて得た額を保険料率とすることができる。 

(1)  次のいずれかに該当する者 １０分の５を標準として市町村が定める割合 

イ 老齢福祉年金の受給権を有している者であって，次のいずれかに該当するも

の（ロに該当する者を除く。） 

(1) 市町村民税世帯非課税者 

(2) 要保護者であって，その者が課される保険料額についてこの号の区分に

よる割合を適用されたならば保護を必要としない状態となるもの 

ロ 被保護者 

ハ 市町村民税世帯非課税者であって，当該保険料の賦課期日の属する年の前年

中の公的年金等の収入金額及び当該保険料の賦課期日の属する年の前年の合

計所得金額から所得税法第３５条第２項第１号に掲げる金額を控除して得た

額の合計額が８０万円以下であり，かつ，イ，ロ又はニに該当しないもの 

ニ 要保護者であって，その者が課される保険料額についてこの号の区分による

割合を適用されたならば保護を必要としない状態となるもの（イ（(1)に係る

部分を除く。），次号ロ，第３号ロ，第４号ロ，第５号ロ，第６号ロ，第７号ロ，

第８号ロ又は第９号ロに該当する者を除く。） 

(2)  次のいずれかに該当する者 １０分の７．５を標準として市町村が定める割合 

イ 市町村民税世帯非課税者であって，当該保険料の賦課期日の属する年の前年

中の公的年金等の収入金額及び当該保険料の賦課期日の属する年の前年の合

計所得金額から所得税法第３５条第２項第１号に掲げる金額を控除して得た

額の合計額が１２０万円以下であり，かつ，前号に該当しないもの 

ロ 要保護者であって，その者が課される保険料額についてこの号の区分による
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割合を適用されたならば保護を必要としない状態となるもの（前号イ（(1)に

係る部分を除く。），次号ロ，第４号ロ，第５号ロ，第６号ロ，第７号ロ，第８

号ロ又は第９号ロに該当する者を除く。） 

(3)  次のいずれかに該当する者 １０分の７．５を標準として市町村が定める割合 

イ 市町村民税世帯非課税者であり，かつ，前２号に該当しないもの 

ロ 要保護者であって，その者が課される保険料額についてこの号の区分による

割合を適用されたならば保護を必要としない状態となるもの（第１号イ（(1)

に係る部分を除く。），次号ロ，第５号ロ，第６号ロ，第７号ロ，第８号ロ又は

第９号ロに該当する者を除く。） 

(4)  次のいずれかに該当する者 １０分の９を標準として市町村が定める割合 

イ 当該保険料の賦課期日の属する年度分の地方税法の規定による市町村民税

が課されていない者であって，当該保険料の賦課期日の属する年の前年中の公

的年金等の収入金額及び当該保険料の賦課期日の属する年の前年の合計所得

金額から所得税法第３５条第２項第１号に掲げる金額を控除して得た額の合

計額が８０万円以下であり，かつ，前３号のいずれにも該当しないもの 

ロ 要保護者であって，その者が課される保険料額についてこの号の区分による

割合を適用されたならば保護を必要としない状態となるもの（第１号イ（(1)

に係る部分を除く。），次号ロ，第６号ロ，第７号ロ，第８号ロ又は第９号ロに

該当する者を除く。） 

(5)  次のいずれかに該当する者 １０分の１０を標準として市町村が定める割合 

イ 当該保険料の賦課期日の属する年度分の地方税法の規定による市町村民税

が課されていない者であり，かつ，前各号のいずれにも該当しないもの 

ロ 要保護者であって，その者が課される保険料額についてこの号の区分による

割合を適用されたならば保護を必要としない状態となるもの（第１号イ（(1)

に係る部分を除く。），次号ロ，第７号ロ，第８号ロ又は第９号ロに該当する者

を除く。） 

(6)  次のいずれかに該当する者 １０分の１０を超える割合で市町村が定める割

合 

イ 当該保険料の賦課期日の属する年の前年の合計所得金額が市町村が定める

額未満である者であり，かつ，前各号のいずれにも該当しないもの 

ロ 要保護者であって，その者が課される保険料額についてこの号の区分による

割合を適用されたならば保護を必要としない状態となるもの（第１号イ（(1)

に係る部分を除く。），次号ロ，第８号ロ又は第９号ロに該当する者を除く。） 
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(7)  次のいずれかに該当する者 前号に定める割合を超える割合で市町村が定め

る割合 

イ 当該保険料の賦課期日の属する年の前年の合計所得金額が前号イに規定す

る額を超える額であって市町村が定める額未満である者であり，かつ，前各号

のいずれにも該当しないもの 

ロ 要保護者であって，その者が課される保険料額についてこの号の区分による

割合を適用されたならば保護を必要としない状態となるもの（第１号イ（(1)

に係る部分を除く。），次号ロ又は第９号ロに該当する者を除く。） 

(8)  次のいずれかに該当する者 前号に定める割合を超える割合で市町村が定め

る割合 

イ 当該保険料の賦課期日の属する年の前年の合計所得金額が前号イに規定す

る額を超える額であって市町村が定める額未満である者であり，かつ，前各号

のいずれにも該当しないもの 

ロ 要保護者であって，その者が課される保険料額についてこの号の区分による

割合を適用されたならば保護を必要としない状態となるもの（第１号イ（(1)

に係る部分を除く。）又は次号ロに該当する者を除く。） 

(9)  次のいずれかに該当する者 前号に定める割合を超える割合で市町村が定め

る割合 

イ 当該保険料の賦課期日の属する年の前年の合計所得金額が前号イに規定す

る額を超える額であって市町村が定める額未満である者であり，かつ，前各号

のいずれにも該当しないもの 

ロ 要保護者であって，その者が課される保険料額についてこの号の区分による

割合を適用されたならば保護を必要としない状態となるもの（第１号イ（(1)

に係る部分を除く。）に該当する者を除く。） 

(10)  前各号のいずれにも該当しない者 前号に定める割合を超える割合で市町村が

定める割合 

２ 市町村は，前項の規定により，同項各号に定める割合，同項第６号イ，第７号イ，

第８号イ及び第９号イに規定する額並びに同項第９号に掲げる第１号被保険者の

区分を当該保険料の賦課期日の属する年の前年の合計所得金額に基づいて更に区

分する場合には当該合計所得金額及び当該区分に応じて定める割合を定めるに当

たっては，保険料収納必要額を保険料により確保することができるようにするもの

とする。 

（第３項及び第４項省略） 

18-11



５ 第１項第１号に掲げる第１号被保険者の保険料の減額賦課についての法第１４６

条に規定する政令で定める基準は，基準額に同号に定める割合から１０分の２を超

えない範囲内において市町村が定める割合を減じて得た割合を乗じて得た額であ

ることとする。 

６ 第１項第２号に掲げる第１号被保険者の保険料の減額賦課についての法第１４６

条に規定する政令で定める基準は，基準額に同号に定める割合から１０分の２．５

を超えない範囲内において市町村が定める割合を減じて得た割合を乗じて得た額

であることとする。 

７ 第１項第３号に掲げる第１号被保険者の保険料の減額賦課についての法第１４６

条に規定する政令で定める基準は，基準額に同号に定める割合から１０分の０．５

を超えない範囲内において市町村が定める割合を減じて得た割合を乗じて得た額

であることとする。 

附 則 

 （令和３年度から令和５年度までの保険料率の算定に関する基準の特例） 

第２３条 第１号被保険者のうち，令和２年の合計所得金額（地方税法第２９２条第

１項第１３号に規定する合計所得金額をいう。）に所得税法第２８条第１項に規定

する給与所得又は同法第３５条第３項に規定する公的年金等に係る所得が含まれ

ている者の令和３年度における保険料率の算定についての第３８条第１項（第６号

イ，第７号イ及び第８号イに係る部分に限る。）及び第３９条第１項（第６号イ，

第７号イ，第８号イ及び第９号イに係る部分に限る。）の規定の適用については，

第３８条第１項第６号イ中「合計所得金額をいい」とあるのは，「合計所得金額を

いい，所得税法第２８条第１項に規定する給与所得及び同法第３５条第３項に規定

する公的年金等に係る所得の合計額については，同法第２８条第２項の規定によっ

て計算した金額及び同法第３５条第２項第１号の規定によって計算した金額の合

計額から１０万円を控除して得た額（当該額が零を下回る場合には，零とする。）

によるものとし」とする。 

２ 前項の規定は，令和４年度における保険料率の算定について準用する。この場合

において，同項中「令和２年」とあるのは，「令和３年」と読み替えるものとする。 

３ 第１項の規定は，令和５年度における保険料率の算定について準用する。この場

合において，同項中「令和２年」とあるのは，「令和４年」と読み替えるものとす

る。 
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第１８号議案説明資料 

 平成３０年度税制改正において，給与所得控除・公的年金等控除の額を１０万円引き下げるとともに，基礎控除の額を１０万円引き上

げることとされた。これに伴い，介護保険料額の算定の際に意図せざる影響や不利益が生じないようにするため，合計所得金額に給与所

得又は公的年金等に係る所得が含まれる場合には，当該所得の合計額から１０万円を控除することとする。

【合計所得金額について】

ア．公的年金等の収入額７０万円，給与収入金額５００万円の場合 

（例）                【税制改正前】         【税制改正後】       

公的年金 →  公的年金等控除適用後     ０円              ０円

７０万円    の年金所得       （７０万円－１２０万円）     （７０万円－１１０万円）

  ＋                    ＋              ＋

給与収入 →  給与所得控除適用後   ３４６万円           ３５６万円

５００万円   の給与所得      （５００万円－（５００万円    （５００万円－（５００万円

×２０％＋５４万円））      ×２０％＋４４万円））

＝合計所得金額             ３４６万円           ３５６万円（※１０万円を控除する⇒３４６万円）

イ．公的年金等の収入額１５０万円の場合

（例）                【税制改正前】         【税制改正後】

公的年金 →  公的年金等控除適用後   ３０万円            ４０万円

１５０万円   の年金所得      （１５０万円－１２０万円）   （１５０万円－１１０万円）

＝合計所得金額              ３０万円            ４０万円（※１０万円を控除する⇒３０万円）
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第１８号議案及び第１９号議案説明資料
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